













Study on Core Curriculum of teacher-training course








































































































大学が独自に設定する科目 38 14 2
75 51 31
表１　幼稚園（現行）
各科目に含めることが必要な事項 専修 一種 二種





























教育実習 5 5 5
教職実践演習 2 2 2










































教育実習 5 5 5
教職実践演習 2 2 2
教科又は教職に関する科目 34 10 2
83 59 37
表４　小学校（科目の大括り化後）
























































































































































































































































































事項 全体目標 一般目標 到達目標
教育に関す




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事項 全体目標 一般目標 到達目標
教育実習（学
校体験活動）
教育実習は、観察・参加・
実習という方法で教育実
践に関わることを通し
て、教育者としての愛情
と使命感を深め、将来教
員になるうえでの能力や
適性を考えるとともに課
題を自覚する機会であ
る。
一定の実践的指導力を有
する指導教員のもとで体
験を積み、学校教育の実
際を体験的・総合的に理
解し、教育実践ならびに
教育実践研究の基礎的な
能力と態度を身に付け
る。
＊（注記は略した。）
（１）事前指導・事後指導に関
する事項
　事前指導では教育実習生とし
て学校の教育活動に参画する意
識を高め、事後指導では教育実
習を経て得られた成果と課題等
を省察するとともに、教員免許
状取得までに習得すべき知識や
技能等について理解する。これ
らを通して教育実習の意義を理
解する。
１）教育実習生として遵守すべき義務等につ
いて理解するとともに、その責任を自覚し
たうえで意欲的に教育自習に参加すること
ができる。
２）教育実習を通して得られた知識と経験を
ふりかえり、教員免許取得までにさらに習
得することが必要な知識や技能等を理解し
ている。
（２）観察及び参加並びに教育
実習校の理解に関する事項
　幼児、児童及び生徒や学習環
境等に対して適切な観察と行う
とともに、学校実務に対する補
助的な役割を担うことを通し
て、教育実習校（園）の幼児、
児童又は生徒の実態と、これを
踏まえた学校経営及び教育活動
の特色を理解する。
１）幼児、児童又は生徒との関わりを通して、
その実態や課題を把握することができる。
２）指導教員等の実施する授業を視点を持っ
て観察し、事実に即して記録することがで
きる。
３）教育実習校（園）の学校経営方針及び特
色ある教育活動並びにそれらを実施するた
めの組織体制について理解している。
４）学級担任や教科担任等の補助的な役割を
担うことができる。
（３－１）学習指導及び学級経
営に関する事項
　※小学校教諭・中学校教諭・
高等学校教諭
　大学で学んだ教科や教職に関
する専門的な知識・理論・技術
等を、各教科や教科外活動の指
導場面で実践するための基礎を
修得する。
１）学習指導要領及び児童又は生徒の実態等
を踏まえた適切な学習指導案を作成し、授
業を実践することができる。
２）学習指導に必要な基礎的技術（話法・板
書・学習形態・授業展開・環境構成など）
を実地に即して身に付けるとともに、適切
な場面で情報機器を活用することができ
る。
３）学級担任の役割と職務内容を実地に即し
て理解している。
４）教科指導以外の様々な活動の場面で適切
に児童又は生徒と関わることができる。
（３－２）保育内容の指導及び
学級経営に関する事項
　※幼稚園教諭
　大学で学んだ領域や教職に関
する専門的な知識・理論・技術
等を、保育で実践するための基
礎を身に付ける。
１）幼稚園教育要領及び幼児の実態等を踏ま
えた適切な指導案を作成し、保育を実践す
ることができる。
２）保育に必要な基礎的技術（話法・保育形
態・保育展開・環境構成など）を実地に即
して身に付けるとともに、幼児の体験との
関連を考慮しながら適切な場面で情報機器
を活用することができる。
３）学級担任の役割と職務内容を実地に即し
て理解している。
４）様々な活動の場面で適切に幼児と関わる
ことができる。
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の全体目標が立てられた。
　一方で、「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」の到達目標においては、
幼稚園教諭に限定した注記が見られる。また、「教育実習（学校体験活動）」における一般目標
では、小学校教諭・中学校教諭・高等学校教諭については「学習指導及び学級経営に関する事
項」とされているものが、幼稚園教諭については「保育内容の指導及び学級経営に関する事項」
とされており、到達目標においても、小学校教諭・中学校教諭・高等学校教諭における「授業」
や「学習指導」という表現を、幼稚園教諭では「保育」に置換えている。
　このように、コアカリキュラムが、各科目に含まれる必要のある事項の、より具体的な目標
にまで踏み込んで作成されたことは、学校種によって教職に求められる専門性の差異を際立た
せる結果となっているともいえよう。その差異は、これまでの教職課程における各事項の取り
扱われ方の実態を反映したものであるとも考えらえるが、とりわけ幼稚園教諭と小学校教諭・
中学校教諭・高等学校教諭との間で顕著であるといえよう。
４．まとめ
　以上のように、教職課程コアカリキュラムにおける各科目に含めることが必要な事項の多く
は、現行のものを継承した内容となっているが、一部に新たに追加された部分もあり、その点
では、教職の専門性の内容の転換を迫るものと考えられる。また、各教科に含めることが必要
な事項について、より具体的に全体目標、一般目標、到達目標が示されることとなった。幼稚
園教諭・小学校教諭・中学校教諭・高等学校教諭の教職科目に共通の全体目標が示されたこと
は、学校種の違いに関わらない教職一般に共通する専門性の内容がより明確化されたことを意
味しよう。その一方で、一部の事項については、現行の教職課程に比して学校種の違いをより
重視した内容となっている部分も見受けられ、学校種の違い、とりわけ幼稚園教諭と小学校教
諭・中学校教諭・高等学校教諭との間で、求められる教職の専門性の差異を従来の教職課程よ
りも一層際立たせることとなったとも考えられる。また、教員養成という観点からいえば、複
数の教職課程を置く各大学では、そうした学校種による差異への対応が求められてくるものと
考えられる。
　そして最後に、教職課程コアカリキュラム案に対するパブリックコメントでは、「国が教職
課程コアカリキュラムを策定することは、大学の自主性や独自性を阻害するものである。教員
養成は、先行してコアカリキュラムを策定している医学教育や獣医学教育等の分野とは異なり、
開放制の原則の下、教員養成系大学・学部だけでなくそれ以外の大学・学部でも行われるもの
であり、先行している分野は教職課程のモデルにはならない。」、「細分化された項目を列挙す
ることで、養成される教員の画一化や、教員の資質能力の固定化を招くことになる。また、各
大学の裁量を縛ることになるのではないか。」、「教職課程コアカリキュラムが教職課程認定や
教員採用試験に用いられると「学問の自由」という憲法規定に抵触するため、中央教育審議会
答申にあるとおり「参考とする指針」に留め、あくまで各大学や各教授が必要性を感じたとき
にだけ活用する柔軟な目安として扱われるべき。」、「教職課程においては、大学の教育研究の
一環として、学芸の成果を基礎とする普遍的な内容の教授や批判的な思考力の育成が重要であ
る。教職課程コアカリキュラムは学習指導要領の内容に合わせられているが、10年ごとに改
定される学習指導要領を無批判に学ぶことは、大学教育の否定ではないか。」といった批判的
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尚絅総研論集
な指摘もなされており、教職課程コアカリキュラムの導入それ自体と、その内容についての批
判的な検討が求められているといえる。
（１）本図愛美「変貌する教員制度－その政策過程」『日本教育行政学会年報』第43号、日本教育行政学会編、
2017年、8-10頁。
・「教職課程コアカリキュラム（案）」（平成29年6月29日）教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会
URL:http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/002/siryo/__icsFiles/afieldfile/017/07/20/
1387656_08.pdf（最終アクセス日：2017年 12月 7日）
・「教職課程コアカリキュラム」（平成29年 11月 17日）教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会
URL:http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/11/27/1398442_1
_3.pdf（最終アクセス日：2017年 12月 7日）
・「教職課程コアカリキュラム案に関するパブリックコメント（意見公募手続）の結果について」（平成29年 7
月 20日）
URL:http://search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000161989（最終アクセス日：2017年12月7日）
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